都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業

事業者公募要項
東京都足立区花畑四丁目２０番１（都営花畑第２アパート跡地）の
都有地貸付による特別養護老人ホーム等整備事業
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東京都福祉保健局

目　　次
１　公募の趣旨　････････････････････････････････････････････････････････････････
2
２　公募施設、規模等　･･････････････････････････････････････････････････････････
2
３　応募資格　　････････････････････････････････････････････････････････････････　
3
４　貸付予定地　････････････････････････････････････････････････････････････････　
3
５　貸付条件等　････････････････････････････････････････････････････････････････　
５
６　整備費補助について（予定）　････････････････････････････････････････････････　
６
７　施設整備及び運営に関する基本的事項　･････････････････････････････････････　
７
８　事業者説明会の開催　･････････････････････････････････････････････････････
8

９　応募申込書の提出　･･･････････････････････････････････････････････････････
8
10　質疑及び回答　･･････････････････････････････････････････････････････････　10
11　借受申請書類の提出　････････････････････････････････････････････････････　11
12　借受者の決定方法　･･････････････････････････････････････････････････････　12
○公募審査の流れ　････････････････････････････････････････････････････････････　14
○質問票　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････　15
○提出書類（様式）　････････････････････････････････････････････････････････ 　16
○現地案内図　･･･････････････････････････････････････････････････････････････　22
○地積測量図　･･･････････････････････････････････････････････････････････････　23
○都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（高齢）　･･･････････････　24
○都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業に関する利用事業者審査基準　･････　29
○都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業の貸付対象事業者について　･･･････　30
[image: image2.png]%R,

[ |
WAL § 8 & 7 W
bt I M HusENERAb IR ELsaEE | C Y
BIYETE  BHANE IWEES
THERC R UEEUBIEL HOISEXE BN
£l 90811z | 698 Wz SI1L
El 1681 | ool ez Wil
W G2l z00z- \a8 T 1%z [T
E] 086000~ | 5500022~ i
P x % ¥ 2
T ¥ — & #
o W 49028 W@
Z €Y D3SSLHS 026 ¥ =
s P B2 gmai RELRE 78l X
- Hi0L 30200 | #s 8 | GELFIIZ- | 126 08vee [TEZ] %
009388 2468 Vg | 006°1liz- | 191 szt [Tes) o
28tvl yzas0l- | ¥6'0s | Zeyss0e- | LOLGRIZE- [ L7 1
750606 90101~ | 89015 | 866 L60z-_| S11 681z [TE) [
3 2 5 [ 9697~ | s9sele- | S0 6e1ge- B ® 20z
1020 LRt Seeiol 190Z0L | V&Z @b | L6V SUZ- | a1y ‘siue— [Tt 102
o1r 0 4T 0 & (iU X-1iY| M@ A | BE X o TR
) Y
b T T
BB gy [ m».a% 0088988 155 % =
J&:: o U165 016 % ® 9
7 610162 " £52801 198 05— §EE "LE02— SH E612%- WNTR 8102
0Z¥16F " OLSL01 018 15~ 1By 9602~ 204 8122~ YIS L1402
ooy sl | w8l | Bicewe- | aoetvie- [T 00
osoril emeh- | seamr | oluuooe | is eride [TTZ 0
OSaiYy Smale- | [BL'® | omdoor- | v ez [TEE) 0
S SI90L6 SLLr 67 | 60010z~ | 99l ssize- TS )
S Uy k[IMy—hiy] BB A | BEX R U
1020 & W
¥ & ¥ o
BLEBRITH | DEoRF
= [ &0z ‘1z | 2 oW .

HelHeHaddd ¢ H Y208

998 ¢ EBHn

2
2
*®
Z
<@
2.
g u
2
A4
1w A
m ¥
z 9
2 %
Y]
< ¥
W u
2
i
2
¥ g
o ¥
2 K
B 5
[
¥
vom
T &




1　公募の趣旨

東京都（以下「都」という。）では、地域の高齢者が安心して暮らせるように、特別養護老人ホーム等の整備促進を図っています。しかし、都市部では地価水準が高く、用地の確保が困難なため、十分な整備が進んでいません。

このため、都では、区市町村と密接な連携のもと、都有地を社会福祉法人等の民間事業者（以下「事業者」という。）に低廉な価格で貸し付けることにより、地域の福祉インフラ整備を促進することとしました。

今回の公募は、都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（高齢）（平成19年3月23日付18福保高施第637号。以下「実施要綱」という。）（P24参照）に基づき、特別養護老人ホーム等を整備し、質の高い福祉サービスを継続的に提供する事業者を募集するものです。

事業者の決定は、プロポーザル方式により、この要項に定める応募資格を満たす応募事業者から、施設整備や運営についての具体的な提案を行っていただき、書類審査及びヒアリングの結果等を総合的に評価した上で行います。
2　公募施設、規模等

本事業は、都が土地を賃貸し、土地を借り受ける事業者が自ら特別養護老人ホーム等を建築し、運営していただくものです。

施設の開設時期は、平成28年6月を予定しています。
（1）整備施設及び規模

① 特別養護老人ホーム　ユニット型及び従来型合せて定員140人以下
ユニット型　　　　定員１００人程度
従来型（多床室）　定員４０人程度
※ 従来型（多床室）の整備は、定員の３割を上限とすること。

② 老人短期入所施設　定員20人程度
※ ユニット型で整備すること。
　（2）二次避難所の指定

　　　　足立区（以下「区」という。）では、災害時における要援護者用の避難所としてあらかじめ指定した福祉関連施設等を「二次避難所」としています。本施設についても、区と協定を締結し、指定を受けていただきます。
指定に当たっては、災害用備蓄倉庫の設置をお願いします。備蓄倉庫の規模はおおむね50㎡程度で、外部から物品の搬入が可能な扉を設置してください。

（3）その他自由提案による併設施設

　　　　その他、事業者が提案する施設（要綱第２条に定める通所介護など）を併設することも可能です。ただし、本公募においては、都市型軽費老人ホーム及び認知症対応型通所介護以外の地域密着型サービス事業を併設することはできません。
　　　　併設を希望する場合は、借受申請書提出前に、区と協議の上、提案してください。

なお、併設施設は、①当該都有地を賃借する事業者（以下「借受者」という。）が併設施設の整備及び運営を行うこと、② 自由提案による施設と老人短期入所施設を合計した延床面積が、特別養護老人ホームの延床面積を超えない規模のものであること、の２点を満たすことが必要です。
（4）その他

特別養護老人ホーム、老人短期入所施設及び上記（３）により併設する施設の整備に関しては、事業者はそれぞれ関係する法令の規定に基づく施設基準を満たすとともに、「７　施設整備及び運営に関する基本的事項」による条件を満たすことが必要です。

３　応募資格

本事業に応募する事業者は、以下の資格要件を全て満たすことが必要です。

なお、同一の応募者が複数の提案を行うことは禁止します。
（1）平成25年4月1日現在、特別養護老人ホームの運営実績が1年以上ある社会福祉法人。

なお、新たに社会福祉法人を設立しての応募は認めません。
（2）平成２５年７月２５日（木）に開催する事業者説明会に参加していること。

（3）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77条）第2条に規定する暴力団若しくは暴力団員又はこれらの利益となる活動を行う団体ではないこと。
4　貸付予定地

（1）所在地

　　《地　　番》東京都足立区花畑四丁目２０番１
　　《住居表示》東京都足立区花畑四丁目２０番（都営花畑第２アパート跡地）
（2）敷地面積

都有地　約４,551㎡ （現況：更地）　　「地積測量図」（P23）を参照

※面積については契約締結時に確定します。
※地積測量図については真北調査を実施したものではありません。設計に当たっては御留意ください。

　（３）土地の状況

　　①　敷地地下には、残存杭が確認されています。撤去等を行う場合には、借受者の負担により行っていただきます。なお、詳細については、平成２５年７月２５日（木）に開催する事業者説明会にて情報提供いたします。

　　②　敷地面積には、幅員約２．０メートル（３方向）の自主管理歩道部分（歩道状空地）を含みます。ここには、マンホール、マンホール接続の配水管、ガス本管、電柱及び標識が存置されています。なお、詳細については、平成２５年７月２５日（木）に開催する事業者説明会にて情報提供いたします。

③　上記以外に予定外の地中埋設物、土壌汚染等が判明した場合には、その取扱いについて、借受者と調整していくこととなります。
（４）建築上の法規制等

① 当該地域地区等

	
	足立区花畑四丁目20番1

	
	西側道路端から20ｍ以内
	西側道路端から20ｍより外

	用途地域
	第1種住居地域
	第1種中高層住居専用地域

	防火・準防火
	準防火

	建ぺい率
	60％

	容積率
	200％

	日影規制
	4H-2.5H　　測定高さ　4ｍ
	3H-2H　　測定高さ　4ｍ

	高度地区
	第2種高度地区


※接道状況・・南側区道　幅員　5.96～6.03　メートル

　　東側区道　幅員　5.98～6.00　メートル

　　北側区道　幅員　5.98～6.02　メートル

② 計画区域

本地を内包する地区計画はありません。

③ その他関連法令

建築基準法（昭和25年法律第201号）その他関連法令、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号）、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）、その他都及び区の条例等（開発行為や雨水流出抑制対策に係る事前相談、足立区環境整備基準、緑化計画の届出ほか）についても、十分確認をしてください。

（５）その他本施設建築上の留意事項

① 設計上の注意点

ア　ユニット型特別養護老人ホームのユニットは、それぞれが独立した区画となるようにしてください。

イ　居室については、画一的な設計ではなく、ストレッチャーの移動や二方向介助などに支障のない、重度の要介護者のケアにも対応できる広さの居室を設けるなど、入居者の介護度の状態に配慮した設計にしてください。

ウ　従来型（多床室）については、平成２５年2月13日開催の都説明会（＊特別養護老人ホーム等施設整備費補助制度概要説明会）資料　補助協議上の留意事項「多床室の整備について（原則）」等をよく読み、適合した居室となるよう設計してください。
【＊東京都福祉保健局ホームページ参照（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/index.html）】
エ　防火設備の設置に関する消防庁の指導を遵守してください。

オ　建物の階数は、5階を上限としてください。

（６）交通
○東武伊勢崎線　竹ノ塚駅東口下車

東武バス　竹15　「花畑団地」行き　「団地入口」下車　　徒歩5分

東武バス　竹16　「花畑団地」行き　「花畑三丁目」下車　徒歩5分

○東京メトロ千代田線・ＪＲ常磐線　綾瀬駅西口下車

東武バス　綾40　「花畑団地」行き　「花畑三丁目」下車　徒歩5分
（７）周辺環境
　  　本地区は、都営住宅や住宅、マンションが立ち並ぶ住宅地です。近隣には、花畑西小学校、花畑地域学習センター、スーパーマーケットがあります。
（８）現地の見学

柵で囲われており敷地内に入ることはできませんが、現況は確認することができます。その際、返隣住民に迷惑とならないように配慮してください。
なお、車や大人数での見学は御遠慮ください。

5　貸付条件等

借受者は、以下の条件により都と借地借家法（平成3年法律第90号）第22条に規定する定期借地権の設定を目的とする土地賃貸借契約を締結するものとします。

（1）貸付期間

50年

（2）貸付開始時期

借受者の決定後、契約を締結し、貸付けを開始します。ただし、当該施設の建設に当たって施設整備費の補助を利用する揚合には、契約締結の前に補助決定の内示を得ていることが必要です。

（3）貸付料

土地賃貸借契約の締結時点において、土地の評価をした上で、正式な貸付料を決めることになります。

（4）保証金

貸付料の30か月分（利息を付さないものとします。）
なお、５（１１）貸付料の見直しにより、貸付料が増額改定された場合には、改定後の貸付料を基に新たな保証金を算出し、既納の保証金との差額を追加で納付していただきます。
（5）支払方法

① 保証金

都が別途指定する日までに支払うこととします。

② 貸付料

都が発行する納入通知書により、四半期ごとに支払うものとします。貸付料の起算日は、契約により定めます。起算日が月の途中になった場合には、その月の貸付料は、日割り計算によって算出します。

なお、貸付料の支払が遅れた場合には、東京都公有財産規則（昭和39年東京都規則第93号）第38条の２の規定により計算された額の延滞金を徴収します。

（6）借地権の登記

借地権の設定登記はできません。

（7）用途の指定

借受者は、当該都有地を特別養護老人ホーム及び老人短期入所施設用地（「２ 公募施設、規模等」（３）で認められる併設施設を含む。）として使用しなければなりません。

なお、都の承諾なく目的外に利用した場合、第三者に転貸した揚合は、借受地を原状回復の上、返還していただきます。

（8）施設整備

当該都有地で事業を行うために必要な施設、設備等は、借受者の負担で設置してください。

なお、施設整備費の補助を利用する揚合には、別途補助協議が必要になります。

（9）維持管理

施設、設備等の維持管理に係る費用は借受者が負担することになります。
（10）土地の返還

貸付期間満了のとき、借受者側の理由により土地賃貸借契約を解除したとき又は都により土地賃貸借契約が解除されたときは、当該都有地を借受者の負担により施設、設備等の撤去等を直ちに行い、原状に回復させ、返還することになります。

（11）貸付料の見直し

①　貸付料は、土地の引渡しの日から、原則として３年ごとに都と借受者の協議の上で、改定できることとします。
②　①にかかわらず、貸付料が土地価格の変動等により、又は近隣の土地の貸付料と比較して不相当となった揚合若しくは整備施設に関する補助制度の変更等の状況の変化があった揚合には、都は貸付料を改定できることとします。

（12）その他

契約の解除その他の事項については、都が定める契約書によります。

6　整備費補助について（予定）
（1）老人福祉施設等施設整備費補助
この公募事業は、都の平成26年度老人福祉施設等施設整備費の補助協議対象となります。

補助協議に際しては、別途都が定める「特別養護老人ホーム等施設整備基本指針」、「社会福祉施設整備費補助対象法人審査要領」及び「特別養護老人ホーム等施設整備費補助審査基準」に適合する必要があります。

① 補助単価

特別養護老人ホーム（併設する老人短期入所施設を含む。）
定員1人当たり
ユニット型　　　　　4,300干円に促進係数1.1を乗じた額

（4,730干円）
従来型（多床室）　　3,483千円（促進係数なし）


防災拠点型地域交流スペース


１施設当たり
190㎡以上380㎡未満のとき　　9,000千円





380㎡以上のとき　　　　　　 27,000千円

② 補助金内示・着工までのスケジュール

平成26年1月 　　　 事業計画書提出

※別途補助協議に関する資料の提出を依頼します。

　　 　平成26年2月         補助事業協議書提出

平成26年11月中旬   補助金内示

平成26年11月以降　 土地賃貸借契約締結（着工までに）
平成27年2月頃       工事請負契約締結・着工

※整備費補助金は、工事出来高に応じて年度ごとに支払います。

（2）足立区補助制度
特別養護老人ホーム及び老人短期入所施設の施設整備費に対し､「足立区特別養護老人ホーム等整備助成要綱」に基づき、都補助金額の1/4を補助する予定です。補助金は、工事出来高に応じて年度ごとに支払います。
（3）その他

　上記(1)及び(2)の補助制度（補助単価を含む。）については、本公募時点では確定してい
ません。したがって、実際の交付単価を保証するものではありませんが、事業計画作成に当
たっては、参考単価として上記単価を使用してください。
７　施設整備及び運営に関する基本的事項
施設の整備及び運営に際しては、それぞれ該当する以下の法令等及び条件を遵守していただきます。
なお、施設整備に関する補助制度の利用を予定する揚合には、それぞれの補助基準に合致した計画であることが必要です（「6　整備費補助について（予定）」参照）。
（1）遵守すべき法令等

① 老人福祉法

② 介護保険法

③ 東京都指定介護老人福祉施設の人員・設備及び運営の基準に関する条例・同施行規則
④ 東京都特別養護老人ホームの設備及び運営に関する条例・同施行規則
⑤ 東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準に関する条例・同施行規則
⑥ 高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例
⑦ 東京都福祉のまちづくり条例
⑧ その他関係法令等
（2）施設整備に関する条件

① 契約手続

建設業者との契約は、都が定める「老人福祉施設及び介護保険施設の整備費補助に係る契約手続基準」にのっとり、入札により行ってください。

② 地域住民の要望に対する対応

施設整備に当たっては、地域住民に対し十分な説明を行うとともに、誠実に対応してください。ただし、本公募による借受者として選定されるまでは、個別に地域住民に対する説明や調整等は行わないでください。

③ だれでもトイレ

エントランス付近に、だれでもトイレを設置してください。

④ 地域交流スペース

地域の人々との交流が可能な空間（公共的空間）を設けてください。

⑤ 建物の外観

建物の外観は、足立区景観条例に基づき、計画地周辺の住宅地の景観と調和する外観としてください。

※区及び地域の要望を踏まえて変更していただく揚合があります。

⑥ 自主管理歩道の整備

道路に面する敷地には、幅員２．０メートル以上の自主管理歩道を設けてください。

（3）運営に関する条件

① 基本協定の締結

借受者決定後、提案された事業を確実に実施していだだくために、区と借受者との間で施設運営等に関する基本協定を締結していただきます。

② 入所調整

区が行う「優先入所評価基準」に基づく入所調整に協力していただきます。

③ 事業実施期間

本公募に基づいて整備する施設は、貸付期間満了まで継続して事業を実施していただきます。

④ 福祉サービス第三者評価

福祉サービス第三者評価を定期的に受審してください。

⑤ 利用者負担

土地貸付料の減額や都及び区の施設整備費補助等を反映し、できる限り低額な居住費を設定してください。

また、特別養護老人ホーム入所者及び老人短期入所施設入所者の利用料負担の軽減を図る
ため、「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施について（平成１２年５月１日付老発第４７４号厚生省老人保健福祉局長通知）」に定める社会福祉法人による利用者負担軽減制度を活用してください。　

⑥ 施設の名称

施設の名称については、区と協議してください。
８　事業者説明会の開催
　　 本公募に関する事業者説明会を開催いたします。

　（１）開催日時及び場所

　　　①　日時

　　　　　平成２５年７月２５日（木曜日）

　　　　　　　午前１１時から正午まで

　　　　　※参加に際しては、ＦＡＸ（別添様式）又はＥメールにて予約の上、御来場ください。

　　　②　場所

　　　　　ギャラクシティ　3階　多目的室
足立区栗原一丁目３番１号（東武伊勢崎線　西新井駅東口下車徒歩３分）

　　　③　申込先

　　　　　足立区福祉部高齢サービス課施設整備係

　　　　　ＦＡＸ　　03（3880）5614
　　　　　Ｅメール　k-service@city.adachi.tokyo.jp

　　　　　電話　　　03（3880）5498（直通）
９　応募申込書の提出

　　 本公募への申込みを希望する事業者は、次により応募申込書類を提出してください。区に次に掲げる①から⑥までの書類を提出した事業者を応募申込者とします。

（1） 提出書類（提出書類一覧（別冊）参照）
　　①　応募申込書・・・・・・様式１
　　②　事業計画者連絡先・・・様式２
　　③　法人定款（最新）・・・応募申込前３か月以内に発行されたもの
　　④　法人登記事項証明書及び法人代表者の印鑑証明書・・・応募申込前３か月以内に発行され
た原本

　　⑤　事業者概要

　　　ア　法人の沿革・概要・・・様式３
　　　イ　理事会役員一覧表・・・様式４
　　　ウ　評議員一覧表・・・・・様式５
　　　エ　法人の基本的な事項に関する資料

・法人の概要（パンフレット可）

　　　　　・法人運営に関する基本的な考え方・理念・・・様式６
　　　　　・現在、実施している全ての施設に関する資料（事業所一覧、特色及び事業概要の分かるもの（パンフレット可））
　　　オ　所轄庁の指導検査における指摘文書及び改善報告書一式（過去3年間）
　　⑥　決算関係書類（平成22年度～24年度の決算書類）

　　　　社会福祉法（昭和26年3月29日法律第45号）第44条第2項の規定により作成することとされている財産目録、貸借対照表及
び収支計算書

　　　　※決算書類には、目次を付けてください。

　（2）提出部数・綴り方

　　　　ア　正本１部

　　　　　　ファイル（A4・縦型・左綴じ）で綴り、表紙及び背表紙にタイトル・法人名を記入し、書類ごとにインデックスを付した中表紙を挟んで提出してください。インデックスには、書類名を御記載ください。また、リサイクルに配慮した用具を御使用ください。

　　　　イ　正本の写し１部

　　　　　　正本と同様、ファイル（A4・縦型・左綴じ）で綴り、表紙及び背表紙にタイトル・法人名を記入し、書類ごとにインデックスを付した中表紙を挟んで提出してください。インデックスには、書類名を御記載ください。また、リサイクルに配慮した用具を御使用ください。

　　　　ウ　副本１０部

ファイル（A4・縦型・左綴じ）で綴り、書類ごとにインデックスを付して提出してください。ただし、決算関係書類は、別綴りで御提出ください。インデックスには、書類名をご記載ください。また、リサイクルに配慮した用具を御使用ください。

　　ファイルの表紙を含めて全ての書類に法人が特定できる名称、ロゴマーク等は一切使用しないでください。決算書類等の法人名称が記載されている書類については、黒マジック等で名称部分を塗抹してください。

副本は、借受申請書類（P11「11　借受申請書類の提出」参照）と一緒に提出してください。

　（3）提出日時及び場所

　　　①　日時

　　　　　平成２５年８月１２日（月曜日）及び同月１３日（火曜日）

　　　　　午前9時から午後5時まで

　　　　　※提出に際しては、電話予約の上、御来庁ください。

　　　②　場所

　　　　　足立区中央本町一丁目17番1号　足立区役所中央館3階

　　　　　足立区福祉部高齢サービス課施設整備係

　　　　　電話　03（3880）5498（直通）

（４） 著作権の帰属等

　応募申込書類の著作権は、応募申込者に帰属します。ただし、都及び区は、借受者の公表等必要な場合には、応募申込書類の内容を無償で使用できるものとします。

　なお、提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。

（５） 費用の負担

　本公募に関し必要な費用は、応募申込者の負担とします。
１０　質疑及び回答

　（1）質疑者の資格

　　　　P8　「８　事業者説明会」に参加した法人とします。

　（2）質疑の方法

　　　　必要事項及び質疑の内容を別添「質問票」（P15参照）に記載の上、郵送又はFAXにより（３）の送付先に送付してください。

　　　　これ以外の方法（電話、訪問等）による質問は御遠慮ください。

　　　　なお、質問票は、質問事項1件ごとに作成してください（1通の質問票に複数の質問事項を記載しないようにしてください。）。
　（3）受付期間及び送付先

　　　①　受付期間

　　　　　平成２５年７月２６日（金曜日）午前９時から同年８月１日（木曜日）午後５時まで

2 送付先

　　東京都福祉保健局高齢社会対策部施設支援課施設整備係

　　　　　郵　送：〒163-8001

　　　　　　　　　東京都新宿区西新宿二丁目8番1号

　　　　　ＦＡＸ：03（5388）1391

　（4）回答の方法

平成２５年８月下旬を目途に、全ての質疑回答書を都公式ホームページに掲載します（質疑を行った方に対する個別回答は行いません。）。

質疑回答書は、本要項と一体のものとして、本要項と同等の効力を有するものとします。

１１　借受申請書類の提出

　　　応募申込者は、次により借受申請書類を提出してください。
　（事業者説明会で、借受申請書類の様式・記載要領等をお渡しします。）

　　　区にこれらの書類を提出した事業者を応募者とします。所定の期間内に申請書類が提出されなかった場合には、応募を辞退したものとみなします。

　提出締切日以降の計画内容の変更は受け付けません。

　（1）提出書類

　　　①　都有地等借受申請書

　　　②　事業計画

　　　③　図面等

　　　④　詳細計画

　　　⑤　預金残高証明書（平成23年、24年、25年の各年5月31日付けのもの）
　　　⑥　理事会議事録
　　　⑦　寄附者に関する書類　等

　（2）書類作成上の留意点
　　　①　提出部数・綴り方

　　　　ア　正本１部
　　　　　　ファイル（A4・縦型・左綴じ）で綴り、表紙及び背表紙にタイトル・法人名を記入し、書類ごとにインデックスを付した中表紙を挟んで提出してください。インデックスには、書類名を御記載ください。また、リサイクルに配慮した用具を御使用ください。
　　　　イ　正本の写し１部

　　　　　　正本と同様、ファイル（A4・縦型・左綴じ）で綴り、表紙及び背表紙にタイトル・法人名を記入し、書類ごとにインデックスを付した中表紙を挟んで提出してください。インデックスには、書類名を御記載ください。また、リサイクルに配慮した用具を御使用ください。
　　　　ウ　副本１０部
　　　　　　ファイルの表紙を含めて全ての書類に法人が特定できる名称、ロゴマーク等は一切使用しないでください。法人名称が記載されている書類については、黒マジック等で名称部分を塗抹してください。
　　　　　　ファイル（A4・縦型・左綴じ）で綴り、書類ごとにインデックスを付して提出してください。インデックスには、書類名を御記載ください。また、リサイクルに配慮した用具を御使用ください。
　　　　　　副本には、（１）提出書類のうち、⑤預金残高証明書から⑦寄附者に関する書類までを添付する必要はありません。

　　②　追加書類の提出・ヒアリングの実施
　　　　都及び区が必要と認める場合は、追加資料の提出を求め、又はヒアリングを実施することがあります。

　　③　著作権の帰属等

　　　　借受申請書類の著作権は、応募者に帰属します。ただし、都及び区は、借受者の公表等必要な場合には、借受申請書類の内容を無償で使用できるものとします。
　　　　なお、提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。

　　④　費用の負担
　　　　本公募に関して必要な費用は、応募者の負担とします。

　　⑤　使用言語及び単位

　　　　提出書類における言語は日本語、単位はメートル法を使用することとします。

　　⑥　資料の取扱い

　　　　都及び区が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的での使用を禁じます。
また、この検討の目的の範囲内であっても、都及び区の了承を得ることなく、第三者に対して、これを使用させ、又は内容を提示することを禁じます。

　（3）提出日時及び場所

　　①　日時

　　　　平成２５年9月２日（月曜日）から同月６日（金曜日）まで
　　　　午前9時から午後5時まで

　　　　※提出に際しては、電話予約の上、御来庁ください。

　　②　場所

　　　　足立区中央本町一丁目17番1号

　　　　足立区福祉部高齢サービス課施設整備係　足立区役所中央館3階

　　　　電話　03（3880）5498（直通）
１２　借受者の決定方法
　（1）借受者の決定方法

　土地の借受者は、区長からの応募者に関する意見書を踏まえ、都有地等利用事業者選定審査会の審査を経て、都福祉保健局長が決定します。
なお、審査の結果、借受者なしとする場合があります。

　　 　 また、借受者による事業の実施が困難となった場合は、再度審査会を開き、改めて借受者の選定を行う場合があります。

　（2）審査基準

　　　 都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業に関する利用事業者審査基準（Ｐ29）のとおりです。具体的には下記の事項を重視して審査を行います。

　　　①　運営の確実性（財政状況、管理・運営体制、採算性等）

　　　②　運営方針・理念（経営理念、運営方針、人材養成の方針等）

　　　③　サービス内容（サービス体制、権利擁護の取組等）

　　　④　地域・関係機関との連携

　　　⑤　施設内容（使いやすさ、居住環境、プライバシー、安全性、地域・景観への配慮等）

　（3）審査結果の通知

　　  　審査の結果は、平成２６年１月に文書で通知する予定です。

　（4）借受者の公表

　　  　応募の状況、借受者として決定した事業者名及びその提案内容の概要については、都公式ホームページで公表します。

　　　　原則として、借受予定者以外の応募者名、応募内容等は公表いたしません。

【公募審査の流れ】
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平成25年　７月１８日（木曜日）
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７月２５日（木曜日）　


７月２６日（金曜日）から　

８月１日（木曜日）まで


８月１２日（月曜日）及び
８月１３日（火曜日）

８月下旬


9月２日（月曜日）から

９月６日（金曜日）まで


9月から１２月まで



平成２６年  １月



　　　平成２６年１２月以降

　　　　          （施設整備費補助内示後）



質　問　票

足立区花畑四丁目都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業

	法　人　名
	

	所　在　地
	

	担　当　者
	

	連　絡　先
	ＦＡＸ　　　　　　　　　　　TEL


※質問事項１件ごとに記入してください。

	質問事項


	（公募要項　　ページ　　行目）

	内　　容
	


平成　　年　　月　　日


東京都福祉保健局長　殿

事務所の所在地　　　　　　　　　　　　

法　　人　　名　　　　　　　　　　　　

理　　事　　長　　　　　　　　　　　㊞
都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業に係る

　　　　　　応募申込書類の提出について

このことについて、都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業事業者公募要項の趣旨を踏まえ、下記のとおり応募します。

記

１　法人名

２　提出資料

（1） 事業計画者連絡先





様式２
　　（２）法人定款

　　（３）法人登記事項証明書及び法人代表者の印鑑証明書

　　（４）事業者概要

①法人の沿革・概要





様式３

②理事会役員一覧表




様式４

③評議員一覧表





様式５

④法人の基本的な事項に関する資料

　 ・法人の概要（パンフレット可）

　 　　　　　・法人運営に関する基本的な考え方・理念


様式６

　　　　 ・現在、実施している全ての施設に関する資料

（事業所一覧、特色及び事業概要の分かるもの（パンフレット可））

　 ・所轄庁の指導検査における指摘文書及び改善報告書一式（過去３年間）
　　（５）決算関係書類（平成２２年度～２４年度）

	
事　業　計　画　者　連　絡　先

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（　フ　　リ　　ガ　　ナ　）
	　

	法　　　　　人　　　　　名
	　

	連　絡　先
	（フリガナ）
	　

	
	担　当　者
	　

	
	（フリガナ）
	　

	
	担　当　者
	　

	
	部　署　名
	　

	
	住　　　所
	　〒

	
	
	　

	
	電　　　話
	　

	
	Ｆ　Ａ　Ｘ
	　

	
	Ｅ メ ー ル
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　※　担当者名は、事務的な連絡に対応できる方を複数名記入してください。


【様式３】
法人の沿革・概要
	法人名
	

	法人所在地
	

	理事長名
	

	設立年月日
	

	職員数
	常勤　　　　　名　　　非常勤　　　　　名

	沿　　革
	日　　付
	内　　容
	備　　考

	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	年　　　月　　　日
	
	

	今後の

整備計画
	


　○　沿革欄で施設の設立・運営等を記入する場合は、内容欄に施設名・所在地、備考欄にサービス種別・規模等を記入してください。
　　○　今回の公募に係る計画以外に今年度整備を予定している場合には必ず記入してください。


	理　事　会　役　員　一　覧　表

	
	
	
	法人名:
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　役職名
	
フリガナ
役員氏名
	
生年月日
年齢
	
職　業
	法令に定める要件の充足状況
	
摘　要

	
	
	
	
	親族等特殊関係の有無
	役員選任区分
（該当部に○印）
	

	
	
	
	
	
	学識経験者
	地域の福祉関係者
	施設長
	その他
	財務諸表監査者
	

	理事長
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	理　　事
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	監事
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	※
	　親族関係や特殊関係にある場合又は職歴等に建設業者等との関連がある場合には、その状況を摘要欄に記入すること。

	
	



	評　議　員　一　覧　表

	
	
	
	法人名：　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

No.
	
フリガナ
評議員氏名
	
生年月日
年齢
	
職業等
	法令等に定める要件の充足状況
	
摘　要

	
	
	
	
	親族等特殊関係の有無
	評議員選任区分
（該当部に○印）
	

	
	
	
	
	
	学識経験者
	地域の福祉関係者
	地域の代表
	施設長等
	その他
	

	1
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	　
	昭和　年　月　日生
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	（満　　歳）
	
	
	
	
	
	
	
	

	※
	　親族関係や特殊関係にある場合又は職歴等に建設業者等との関連がある場合には、その状況を摘要欄に記入すること。

	　
	


【様式６】

法人運営に関する基本的な考え方・理念
	項　　目
	内　　　　容

	１　設立の目的・趣旨


	

	２　法人の経営・運営に関する理念


	

	３　理念を具現化するための方策（実施していること）


	

	４　その他


	


現地案内図

所在地

《地番》足立区花畑四丁目２０番１
《住居表示》足立区花畑四丁目２０番（都営花畑第２アパート跡地）










○東武伊勢崎線　竹ノ塚駅東口下車　

東武バス　竹15　「花畑団地」行き　「団地入口」下車　　徒歩5分

東武バス　竹16　「花畑団地」行き　「花畑三丁目」下車　徒歩5分

○東京メトロ千代田線・ＪＲ常磐線　綾瀬駅西口下車

東武バス　綾40　「花畑団地」行き　「花畑三丁目」下車　徒歩5分


[image: image1] 

都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（高齢）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　１８福保高施第６３７号平成１９年３月２３日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 改正　　１９福保高施第９９８号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　平成２０年３月２６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　　２０福保高施第１０４５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　平成２１年３月２４日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　　２２福保高施第２２６１号
平成2３年６月２日
（趣旨）
第1条 この要綱は、都有地等を活用した民間事業者支援制度に関する要綱（平成１４年１０月２８日付１４財財総第２１０号知事決定）及び「都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業」に係る財産処理等の方針について（平成２３年３月２８日付２２福保総企第８６８号知事決定）に基づき、東京都（以下「都」という。）が所有する土地（建物がある場合には、これを含む。以下「都有地等」という。）のうち未利用の都有地等の貸付けに係る基本的事項を定め、もって地域に密着した生活の場（以下「地域の福祉インフラ」という。）の整備を促進し、福祉改革の推進を図ることを目的とする。
（対象となる地域の福祉インフラ）
第2条 この要綱の対象となる地域の福祉インフラは、次に掲げるものとする。
（１）認知症高齢者グループホーム　

老人福祉法（昭和38年法律第133号）に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業の用に供する施設
（２）特別養護老人ホーム

老人福祉法に規定する特別養護老人ホーム
（３）介護老人保健施設

　　介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する介護老人保健施設

（４）軽費老人ホーム

　　老人福祉法に規定する軽費老人ホーム

（５）小規模多機能型居宅介護事業所

　　老人福祉法に規定する小規模多機能居宅介護事業の用に供する施設

２　前項に定める対象施設に加え、介護保険法又は老人福祉法により併設が認められている施設又は事業所（以下「併設施設等」という。）を併設する場合であって、以下の条件をすべて満たす場合については、これを貸付対象施設とみなすことができるものとする。
（１）当該都有地等を借り受ける者（以下「借受者」という。）が併設施設等の整備及び運営を行うこと。

（２）併設施設等を整備することについて当該都有地等の所在する区市町村の長（以下「関係区市町村長」という。）からの要請があること。

（３）併設施設等が貸付対象施設の延床面積を超えない規模のものであること。

（対象となる都有地等）
第3条 この要綱の対象となる都有地等は、都において利用予定のないものの中から、財務　局長が決定する。
（貸付けの対象となる民間事業者）
第4条 都有地等の貸付対象者は、福祉保健局長が別に定める民間事業者のうち、対象となる都有地等において地域の福祉インフラを整備運営するものとする。
（貸付条件）
第5条 都有地等を前条の定める民間事業者に貸し付ける条件（以下「貸付条件」という。）　は、次のとおりとする。
  （１）第２条に定める地域の福祉インフラを含めた施設を整備運営するために使用すること。
  （２）（１）の事業を行うために必要な施設、設備等は、借受者の負担で設置すること。
  （３）施設、設備等の維持管理に係る費用を借受者が負担すること。
  （４）（１）の事業が、貸し付ける都有地等及びその周辺地域の安全、環境等に影響を及ぼさないよう配慮すること。
  （５）第三者に転貸しないこと。
　（６）第１１条に定める貸付期間の満了のとき、借受者側の理由により貸付契約を打切るとき又は第１４条第２項後段に定める貸付契約の解除のときは、借り受けた都有地等を直ちに借受者の負担により施設、設備等の撤去等を行い、原状に回復させ、返還すること。
  （７）前各号に定めるもののほか、福祉保健局長が必要と認める条件。
（公募）
第6条 福祉保健局長は、関係区市町村長と協議の上、都有地等の借受者を公募する。
２　福祉保健局長は、前項に定める公募に関する事務を関係区市町村長に委任することができる。
３　公募に応じる者（以下「応募者」という。）は、都有地等借受申請書（別記第１号様式）２部を福祉保健局長に提出しなければならない。
４　貸付対象となる都有地等の所在、面積その他公募に必要な事項は、別途福祉保健局長が定める。
（関係区市町村長への意見聴取）
第7条 　福祉保健局長は、公募の期間満了後、前条第３項の規定に基づき提出された都有地等借受申請書のうち１部を、関係区市町村長に速やかに送付し、応募者についての意見聴取を依頼する。依頼を受けた区市町村長は、書面によりその意見を福祉保健局長に通知する。
（審査会）
第8条 　福祉保健局長は、前条の借受対象候補者について、借受者としての適格性等を審査するため、都有地等利用事業者選定審査会（以下「審査会」という。）を設置する。
２　審査会は、福祉保健局長が別に定める審査基準に基づき、適正に審査しなければならない。
３　審査会の委員は、別表のとおりとする。

（借受者の決定等）
第9条 福祉保健局長は、審査会の審査を経て貸付けの適否を決定し、貸し付けることを決定したときは都有地等貸付決定通知書（別記第２号様式）により、貸し付けないことを決定したときは都有地等不貸付決定通知書（別記第３号様式）により、その旨を応募者に通知する。
２　福祉保健局長は、財務局長及び関係区市町村長に対し、借受者を通知する。
（貸付契約）
第10条 　東京都知事は、前条第１項の規定により貸付けを決定した者と貸付契約を締結す
る。
２　貸付契約の形態は、土地の貸付けについては、借地借家法（平成３年法律第９０号）第２２条に基づく定期借地権設定契約とし、建物の貸付けについては、同法第３８条に基づく定期建物賃貸借契約とする。

（貸付期間）
第11条 　貸付期間は、土地の貸付けについては５０年、建物の貸付けについては、都における将来の利用計画など当該都有地等の個別の事情等を勘案し、別に定める公募要項において定めるものとする。
（貸付料及び保証金等の減額）
第12条 　貸付料及び保証金又は敷金は、都において別途決定する。
２　前項の貸付料の決定に当たって、第２条第１項に定める貸付対象施設及び同条第２項に定める併設施設等を整備する場合は、通常に算定された額から５０％の減額を行う。

３　土地を貸し付ける場合の保証金は、貸付料月額の３０月分とし、建物を貸し付ける場合の敷金は近傍類似の賃貸事例を考慮して設定するものとする。

（貸付料の改定）

第１３条　都は、前条第１項の貸付料が土地価格の変動により、若しくは近隣の土地若しくは建物の貸付料と比較して不相当となった場合、又は貸付対象施設に関する補助制度の変更等の状況の変化があった場合には、貸付料を改定することができる。

（使用状況の確認）
第１４条　福祉保健局長は、土地の使用方法が貸付条件に適合しているか等を確認するため、必要に応じ、調査を行うものとする。
２　福祉保健局長は、前項の調査において、その使用方法が不適切と認めたときは、借受者に対し改善を勧告するものとする。勧告により、改善がみられない場合は、貸付契約を解除するものとする。
３　福祉保健局長は、報告期限を定めて、借受者に借受都有地等使用状況報告書（別記第４号様式）を提出させるものとする。
４　福祉保健局長は、財務局長から求めがあった場合は、第１項に定める調査を行い、財務局長に報告するものとする。

（貸付けの開始時期）
第１５条　この要綱による貸付契約に基づく貸付けは、平成２８年３月３１日までに開始するものとする。
（その他）
第１６条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関して必要な事項は、福祉保健局長が別に定める。
 　　　
　　　附　則
　この要綱は、平成１９年３月２３日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２０年３月２６日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２１年３月２４日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２３年6月2日から施行する。

 別表（第８条関係）
都有地等利用事業者選定審査会委員構成
	１
	福祉保健局高齢社会対策部長

	２
	福祉保健局総務部企画計理課長

	３
	福祉保健局総務部企画担当課長

	４
	福祉保健局総務部契約管財課長

	５
	福祉保健局高齢社会対策部計画課長

	６
	福祉保健局高齢社会対策部介護保険課長

	７
	福祉保健局高齢社会対策部施設支援課長

	８
	その他、福祉保健局長が必要と認めた者

	


都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業に関する利用事業者審査基準
１９福保高施第９９８号
平成２０年３月２６日
都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（高齢）（平成２０年３月２６日１
９福保高施第９９８号）第８条第２項に規定する利用事業者の審査基準は下記のとおりとする。
（１）組織運営に関する事項
１－１　 それぞれの法人類型に応じた法律の規定、指導基準等に基づき、適切な構成の運営組織による事業運営が行われると認められること。
１－２ 　当該事業の事業内容について、理解と熱意を十分に有していること。
１－３ 　指導検査等において、過去に問題点がないか、あるいは過去に指摘された問題点が十分に改善されていること。
（２）財政運営に関する事項
２－１　 施設整備資金のほかに事業開始当初の運営資金が確実に確保されていること。
２－２ 　法人としての財政状況及び収支状況が健全であること。
（３）事業運営に関すること
３－１　 当該事業を実施するにあたって必要な事業者指定等を受ける見込みがあること。
３－２ 　当該事業の経験のある社会福祉法人、医療法人等との連携を図ることができ、必要に応じてその支援を得られること。
３－３　 法令に基づく施設の最低基準その他の要件を満たしていること。
（４）事業計画に関すること
４－１ 　当該土地に当該施設の建設が可能であり、建築確認の見通しが確実であること。
４－２ 　計画にあたって当該区市町村の理解が得られていること。
４－３ 　当該建物は、当該施設に改修が可能であること。（建物を改修して利用の場合）
４－４　 当該事業を継続的・安定的に運営するために必要な資金計画・収支計画が策定されており、事業開始から１０年以上継続して事業を行う見込みがあること。
（５）その他
５－１　 事業計画や過去の実績等を総合的に勘案し、安定的な事業運営が図られ、質の高いサ－ビスが継続的に提供されると判断されること。
以上に定めるものの他、福祉保健局長は、個別事案に応じて、必要な審査基準を別途定める
ことができるものとする。
都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業の貸付対象事業者について

１９福保高施第９９８号
平成２０年３月２６日
改正　２２福保高施第２２６１号
平成２３年６月２日
都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（高齢）（平成１９年３月２３日１８福保高施第６３７号）第４条に規定する貸付対象者は、以下に定める民間事業者とする。

　１　認知症高齢者グループホーム

（1） 社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人

（2） 医療法第３９条に規定する医療法人

（3） 特定非営利活動促進法第２条に規定する特定非営利活動法人

（4） 一般社団法人及び一般財団法人

（5） 農業協同組合法に基づく農業協同組合及び消費生活協同組合法に基づく消費生活協同組合

（6） 会社法第２条第１号に規定する会社

（7） 中小企業等協同組合法第３条第４号に規定する企業組合

　２　特別養護老人ホーム

（１）社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人

　３　介護老人保健施設

（1） 社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人

（2） 医療法第３９条に規定する医療法人

（3） 平成１１年３月３１日付厚生省告示第９６号に規定する介護老人保健施設を開設できる者

　４　軽費老人ホーム

（1） 社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人

（2） 医療法第３９条に規定する医療法人

（3） 特定非営利活動促進法第２条に規定する特定非営利活動法人

（4） 一般社団法人及び一般財団法人

（5） 農業協同組合法に基づく農業協同組合及び農業協同組合連合会並びに消費生活協同組合法に基づく消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会

（6） 会社法第２条第１号に規定する会社

（7） 中小企業等協同組合法第３条第４号に規定する企業組合

（8） その他法令に基づき法人格を与えられた者であって、東京都知事が適当であると認めたもの

　５　小規模多機能型居宅介護事業所

（1） 社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人

（2） 医療法第３９条に規定する医療法人

（3） 特定非営利活動促進法第２条に規定する特定非営利活動法人

（4） 一般社団法人及び一般財団法人

（5） 農業協同組合法に基づく農業協同組合及び消費生活協同組合法に基づく消費生活協同組合

（6） 会社法第２条第１号に規定する会社

（7） 中小企業等協同組合法第３条第４号に規定する企業組合

【問い合わせ先】


〒163-8001 東京都新宿区西新宿二丁目8番1号


東京都福祉保健局高齢社会対策部


施設支援課施設整備係


TEL０３（5321）1111（内線）３３－６７５


Fax ０３（5388）1391











東京都福祉保健局高齢社会対策部施設支援課施設整備係　行き


ＦＡＸ：０３（５３８８）１３９１


電　話：０３（５３２１）１１１１（内線）３３－６７５








代金の支払い・土地の貸付け
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質疑回答








応募申込書類提出期間
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事業者説明会
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地積測量図
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【様式１】








公募要項発表








【様式２】








計画地
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